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会社の紹介① 会社概要

会社名 株式会社 エコー建設コンサルタント

代表者 代表取締役 齋藤 恒範

創業 1968年9月 創立55年

所在地 徳島本社（徳島市南末広町4-53）

主な取引先
国土交通省、徳島県、徳島市
阿南市、石井町、神山町他県内各市町村、その他民間会社

従業員 82名（2023年11月現在）

売上高 10億7000万円（2023年1月期）

事業内容

・建設コンサルタント業
・測量業
・補償コンサルタント業
・地質調査業
・一級建築士事務所



会社の紹介② 徳島県内有数のインフラ設計

徳島市 新町橋
令和4年度徳島県優良業務表彰

徳島市 福島橋 徳島の交通の要 国道11号線

阿南市 楠根トンネル 上勝町 いろどり橋 三好市 下瀬2号トンネル

ゆめタウン徳島進入路 阿南市 会下橋
PC工学会作品賞

阿南市 阿南駅前公園



地方中小企業ならではの導入の背景・目的

上記の課題を受けて、2020年12月より
テレワークを本格的に導入

• 地方都市特有の長時間マイカー通勤の削減

• 時間に捉われない働き方のため、子育てや家事などの時間確保に繋がる

①社員の健康維持とワークライフバランスの向上

• 南海トラフ地震襲来等大災害による影響を受けにくい組織の構築

②会社の存続⇒事業持続性（ＢＣＰ）の確保

• 新型コロナ感染社員、濃厚接触社員の在宅での事業継続の確保（社員間
の接触削減）

③新型コロナウイルス対策

• 出社時の自動車通勤を伴わないため、CO2排出削減効果が期待できる

④脱炭素社会の構築



テレワークの仕組み

自宅におけるテレワーク状況
（PC、ディスプレイ）

①自宅PCから職場PCに接続するﾘﾓｰﾄﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ方式を採用

職場のPC

②オンラインスクリーンビューにより、セキュリティ対策を強化



テレワークの運用① テレワークの形態

当社のテレワークの形態は、在宅勤務にて行うものとしている。



テレワークの運用② 対象者について

部門別 対象層 対象or対象外 対象勤続年数

社長、役員 対象外

総務部、営業部 対象外

調査部 対象 入社２年目以降の社員

技術部 対象 入社２年目以降の社員

技術監理部 対象 入社２年目以降の社員



テレワークの運用③ 勤務時間、実施頻度

勤務時間
原則通常勤務同様、1日8時間とする。
(8:30始業～17：30終業、12：00～13：00昼休み休憩)

実施頻度 原則として、毎週必ず1回以上実施を目標

実施日 各自自由に定められる

勤務禁止時間
※原則

時間外勤務、深夜勤務（22：00～5：00）

労働時間の扱い
テレワーク勤務で働いた時間は、通常勤務と同等とみなし、労働
時間とする。
ただし、休日には原則テレワークは実施しない。



工夫点① 設計基準書等の書籍の電子化
・建設コンサルタント業では、設計基準書等の書籍を参照しながら設計業務を行う。
そのため、在宅勤務でも業務に必要な書籍を自由に閲覧できるように、書籍の電子
データをクラウドサーバに保存している。





工夫点② コミュニケーション不足への対策、費用面での対策

①コミュニケーション不足への対策

• 在宅勤務ではコミュニケーションは希薄になりがちである。
テレワーク対象者全員にスマートフォンを支給し、作業の進
捗や問題点などをいつでも確認できるようにしている

• 毎朝あるいは必要の都度、課内ウェブミーティングを実施

②テレワークに掛かる費用面での対策

• テレワークに必要な在宅用PC、ディスプレイ、スマートフォ
ンなどの機材は会社から貸与

• 通信費、その他雑費（事務用品、消耗品）については会社
負担としている



工夫点③ テレワークの見える化
在宅勤務では、社員が本当に仕事をしているか、またどこまで仕事が進捗しているか
本人しか分からない。

①テレワーク実施記録にて作業内容や作業分量を記載
②実施前と実施後に上司の承認を得ることを義務付けている



導入の効果①

①自動車通勤の減少⇒CO2排出削減

• 在宅勤務のため、通常出社時の自動車通勤を伴わない。CO2排出削減効果が得ら
れた。

社員A（月4回テレワーク実施、平均通勤距離＝30km）

⇒年間ガソリン使用量＝30×4×12ヶ月/13(km/ℓ)＝111ℓ⇒▲0.25t CO2削減効果

②コスト削減

• 社員の時間外労働が減少した。その結果、残業支給総額の削減となった。（導入後
R3年では、導入前のR2年と比較して約8%削減）

③業務の効率・生産性向上

• 在宅勤務では、社外からの電話応対や来客対応など仕事の中断が無く、集中力が
高まり、仕事がはかどる。（社員のプライベートの時間確保）

④新型コロナウイルスへの対応

• 社員がコロナウイルスに感染し、濃厚接触者と認定された他社員は自宅待機を余儀
なくされた。しかし、テレワークにより自宅待機中も業務を遂行することができた。



導入の効果② 社員のエンゲージメントの向上
テレワーク対象社員にアンケート調査を実施したところ、「今後ともテレワークを続けていきたい」と
回答した社員が９割を超えた。（30人/32人）

★その他意見
・通勤時間が長時間（片道1時間以上）の社員から
は、通勤のストレスが軽減され、作業効率の向上が
期待できる。
・通勤時間や時間外労働を伴わないため、プライ
ベートの時間が増える。子育てや家事などの時間
確保につながる。

テレワークアンケート（R3.11実施）



導入の効果③ 地域産業の活性化
徳島県主催のテレワーク導入モデル事業に参画（R2.11～R3.3）
当社のテレワーク実践事例を参考事例として県内企業へ配布し、テレワーク導入促進
に貢献している。



導入の効果④ テレワークに関する表彰

徳島県テレワークはぐくみ支援企業表彰R4年度総務省 テレワーク先駆者100選

当社の取組みが評価され、テレワークに関する様々な表彰を受賞することが
できました

当社では、テレワークによる在宅勤務を導入してい
ます。近年、仕事と育児を両立している社員、高齢者
の介護をしている社員の割合が高まっています。テレ
ワークの活用により、通勤時間や時間外労働を削減で
きます。その結果、業務終了後に家族との余暇や高齢
者の介護に十分な時間を割くことができます。
社内アンケートの結果、「テレワークを続けていき

たい」と回答した社員が90％以上にのぼります。社員

一人ひとりが安心して長く働ける環境に少しづつ近づ
いています。

このたび、当社のテレワークを活用した社員の子育
て支援に対する取組みが評価され、令和４年度はぐく
み支援企業に認定され、徳島県より表彰を受けました。

今後も、社員一人ひとりが満足し、生産性向上につ
ながる職場環境を目指していきたいです。

テレワークを活用した仕事と家庭の両立・充実を
応援する職場環境づくりへ



課題

①通信環境

• リモートデスクトップ方式のため、タイムラグが生じる。

• 写真整理をする際に、写真の解像度が低くなり、作業効率が低下する。

②作業環境

• エクセルやCADなど複数のソフトを使いながら書籍を見る場合、ディスプレイ1枚
では足りない。

• ディスプレイ１台だと、画面が小さく作業効率が落ちる。

• 設計書、図面のチェックなどは、ディスプレイ１台では難しい。

③運用方法

• 運用要綱では１日単位（8：30～17：30）のテレワークと規定している。

台風や大雪などの予期せぬ悪天候によって急遽出社が困難となった場合、午後
から急遽自宅で待機せざるを得ない場合には対応できない。

⇒柔軟にテレワークできるような運用改正が必要

社内アンケートを実施し、アンケートで得られたテレワーク時の課題を把握している。
アンケートで出た課題を以下に示す。



課題解決に向けた具体的な取組み

①通信環境の改善

• 通信速度を測定したところ、問題は無いことを確認。

今後は、別の方式（リモートデスクトップ方式以外）でのテレワークを検討中

②ディスプレイ１台の付与

• アンケート調査で「ディスプレイ２台が望ましい」と回答した社員に対して、ディス
プレイ１台を追加で付与し、作業効率向上を図った。

（モニター追加希望社員：10名）

③運用方法の見直し

• 緊急時などで急遽テレワーク対応せざるを得ない場合、特例として半日単位でテ
レワークできるように運用要綱を見直した。

アンケートで得られた課題を分析し、以下の取組みによりテレワークの改善をしている。



テレワークの将来展望と方向性
① メリット
・働き方改革や採用活動の観点からも、テレワークは有効である。
・若い社員（特にこれから結婚、子育てを迎える社員）には重宝される勤務
形態である。
② デメリット
・電子書籍を見ながらの作業では、どうしても効率が悪い。
（会社で仕事をしたほうがいい。）
・年度末などの繁忙期は質問や報告がスムーズに行えることから、通常勤
務が望ましい。

テレワークのやり方に明確な決まりは無い。いかに社員がやり易いよう
なテレワークを構築するかが重要である。
①スマホやzoomなどのコミュニケーションツールを活用したテレワークの
試験的試行
②時間に捉われない（8:30～17:30以外）テレワークなど、より一層柔軟な
運用ができれば、実施頻度も増えると思われる。

以上の観点からも、今後テレワークは必要と思われる。



■ご清聴ありがとうございました

創立５０周年記念

打てば響くエコーのように、

社会に求められる仕事を

実現することが我々の使命です。

変わり続ける時代と、変わらないもの。

全てを見つめ、100年後まで残る仕事へ

共に取り組みませんか。


